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⑥絶え間ない
イノベーションの実現

無形資産投資を通じた財・サービスの差別化や、新技
術を活用したイノベーションの成果が企業の非価格競争
力を向上し、高付加価値化が実現する

⑧非価格競争力の向上
成長分野へのスタートアップ企業の新
規参入、事業構造転換等が活発に行
われ、利益率が拡大し、生産性向上

新規参入等に伴い競争が活性化し、
投資、イノベーションが活発になる

⑤事業構造の高度化

④起業活動の活性化
AI・IoT、ブロックチェーン技術等の新技術が進展
し、Society5.0が実現されることで、生産性が飛躍
的に向上

⑦新技術を用いた
財・サービスの誕生

AI・IoT等の新技術の進展や、設備投資の
拡大に伴う新規設備の導入により、企業の
生産性が向上し人手不足が解消される

⑩人手不足の解消
①設備投資
の拡大

消費者ニーズに対応するための、
研究開発やマーケティング等の無
形資産への投資に取り組む

②無形資産投資
の拡大

絶え間ないイノベーションの成果としてニーズに対応した新しい財・サービスが提供されることで、
新たな需要が創出され、消費が拡大する

⑪消費の拡大

新技術等を活用した付加価値の高い財・サービスの消費を通じて、消費者の指向が、より
価格の低い物の消費から、価格が高くても付加価値の高い財・サービスの消費へと変化し
た社会が形成される

⑫指向の変化

コモディティ化からの脱却（高付加価値化の実現）、消費者の指向の変化により、消費者へ
の適切な価格転嫁が実現され、企業の利潤が拡大する

⑭価格転嫁

化石燃料からの脱却によってエネルギー輸
入が減少し、交易条件が改善する

⑲交易条件の改善

高い付加価値を持つイノベーションの成果が国外の市場にも訴求し、新しい財・サービスの輸出が
拡大、企業の利潤が拡大する

⑮輸出

成長企業への投資・資金供給が、金融機関
の経営環境を改善する

⑰金融機関の
経営環境改善

成長分野での起業活動の活性化や、事業構造の高度
化や非価格競争力の向上等を通じた企業の利潤拡大
が、投資意欲を喚起し、資金供給が拡大する

⑯資金供給の活性化

企業が利益の拡大、労働生産性の向上を受
け、賃上げに前向きに取り組むことで、継続的
な賃金上昇につながる

⑨賃金の上昇

【生産性向上と賃金の上昇、消費の拡大の好循環等が、一人当たりの所得の拡大、生活の質の向上をもたらす新たな成長を実現】
企業の前向きな設備投資や無形資産投資、連携の取組や企業の参入の活性化を通じた絶え間ないイノベーションを実現していくべきではないか（①～⑥）。イノベーションの実現が、AI、IoTなどSociety 5.0 に向けた新技術を用い
た財・サービスの誕生や、非価格競争力の向上を可能にし、生産性の向上が実現されるのではないか（⑦、⑧）。
新技術、生産性の向上による人手不足の解消や、企業の利潤の拡大、労働生産性の向上を受けた賃金上昇を実現していくべきではないか（⑨、⑩）。
イノベーションによる新技術や、高付加価値な財・サービス、所得の拡大が民間消費を拡大し、質の高い生活を実現すると共に、価格転嫁によって企業の利益も拡大するのではないか。また、海外市場にも訴求し輸出も拡大し、更なる
利益拡大につながるのではないか（⑪～⑮）。利益の拡大が投資・イノベーションを可能にし、さらに賃金上昇、消費拡大へとつながると考えられ、このような好循環を創出していくべきではないか。
さらに、利潤拡大等が投資意欲を喚起し、資金供給を活性化するのではないか。投資・イノベーションの原資を供給し、さらに生産性向上・利益拡大につながる好循環を創出していくべきではないか（⑯、⑰）。
イノベーションの成果や、環境価値の高い財・サービスが選択されるような指向の変化、消費の拡大を通じて、脱炭素社会を実現し、気候変動や脱炭素化に取り組まないことによる経済的リスク等を回避するべきではないか（⑱、⑲）。

※日本経済の状況・課題や、その改善の方向性について、全ての事項を網羅している訳ではないことに留意が必要。

イノベーションのための手段として
のオープンイノベーションへの取
組みが加速化

③連携の取組

資金供給 脱炭素化

労働力・雇用

長期的な成長を促進するための
新しい財・サービスの供給能力の
向上に向けた、企業の前向きな
設備投資が拡大
新規設備導入によって生産性が
向上

ニーズに対応した付加価値の高い財・サービスの消費を通じて、質の高い生活を享受
⑬質の高い生活の享受

好
循
環

好循環

⑱脱炭素化に乗り遅れる
経済的リスクの回避

脱炭素化に向けたイノベーション、新技術、環境価値の高い
財・サービスが消費されることを通じて、脱炭素社会を実現し、
気候変動による経済的損害や、脱炭素化に取り組まないこ
とによる様々なリスクを回避する

生産性向上
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民間消費・輸出入


